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マイナンバー制度 

 

マイナンバーの通知まで 1年をきりました。 

平成 27 年 10 月から、住民票を有する国民一人一人に 12 桁のマイナンバー（個人番号）が通知され

ます。また、マイナンバーは中長期在留者や特別永住者などの外国人の方にも通知されます。 

 

マイナンバー（社会保障・税番号制度）とは 

マイナンバーは、住民票を有する全ての方に 1 人 1つの番号を付して、社会保障、税、災害対策の

分野で効率的に情報を管理し、複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報であることを確認

するために活用されるものです。 

マイナンバーは、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平かつ公正な社会を実現する社会基盤

であり、期待される効果としては、大きく 3 つあげられます。 

 

① 公平・公正な社会の実現 

所得や他の行政サービスの受給状況を把握しやすくなるため、負担を不当に免れることや給付

を不正に受けることを防止するとともに、本当に困っている方にきめ細かな支援を行えるよう

になります。 

② 国民の利便性の向上 

添付書類の削減など、行政手続が簡素化され、国民の負担が軽減されます。また、行政機関が

持っている自分の情報を確認したり、行政機関から様々なサービスのお知らせを受け取ったり

できるようになります。 

③ 行政の効率化 

行政機関や地方公共団体などで、様々な情報の照合、転記、入力などに要している時間や労力

が大幅に削減されます。複数の業務の間での連携が進み、作業の重複などの無駄が削減される

ようになります。 

 

今回は、従業員等のマイナンバー取得や管理、法定調書の提出など、民間事業者が実施しなければな

らない事務対応を確認します。 

  

マイナンバーの取得方法 

源泉徴収票や支払調書にマイナンバーを記入するため、従業員だけでなくその扶養親族、アルバイト

やパート、原稿の執筆料や講演料を支払った個人などのマイナンバーが必要となります。 

取得方法は、対面や郵送、公的個人認証による電子署名等のオンライン方式などがあります。 

取得の際は利用目的の明示が必要で、源泉徴収票や健康保険の手続きなど複数の提示は可能ですが、

利用目的を後から追加することはできません。 
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会社は従業員のマイナンバーをいつまでに取得すればよいのか 

マイナンバーを記載した法定調書等の提出時までに取得していればよく、給与所得の源泉徴収票の場

合、平成 28年 1月の給与支払から適用され、平成 29年 1月末までに提出する源泉徴収票から記載し

ます。しかし、平成 28年 1月以降に従業員が退職して個人住民税を特別徴収できなくなった場合、市

町村に異動届出書を提出しなければなりません。 

この届出書にもマイナンバーを記載するため、平成 27年 10月のマイナンバー通知後から取得を初め

ても早すぎるとはいえず、早期に効率的な取得方法の確立が必要となります。 

 

本人確認 

マイナンバーの取得では、番号確認と身元確認を行います。原則的に次の 3つの方法で本人確認する

ことが想定されます。 

① 個人番号カード（番号確認と身元確認） 

② 通知カード（番号確認）と運転免許証等（身元確認） 

③ 個人番号記載の住民票の写しなど（番号確認）と運転免許証等（身元確認） 

対面以外の郵送やオンライン方式でも本人確認が可能となる予定です。 

また、従業員の場合は、雇用関係により本人で間違いないと個人番号利用事務実施者（行政機関等）

が認めるときは、身元確認は不要となります。 

 

マイナンバーの管理等 

マイナンバーの管理では、漏えいなどを防止する適切な措置が必要となります。 

 

その他 

マイナンバーは、取得の際に利用目的の明示が必要であり、その範囲を超えて利用できないため、既

存システムとの連携は制御しなければなりません。 

また、社会保障や税の手続き以外では利用できないため、顧客管理等には使用できません。 

なお、マイナンバーを取り扱う業務の委託は可能です。 

 

調書等の提出 

源泉徴収票や報酬等に係る支払調書、健康保険被保険者資格取得届などにマイナンバーを記載して、

税務署や年金事務所に提出することになります。 
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